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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第112期 

第３四半期 
連結累計期間 

第113期 
第３四半期 
連結累計期間 

第112期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （千円） 15,345,745 13,712,302 20,702,028 

経常利益 （千円） 1,731,459 1,240,507 2,030,441 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（千円） 1,166,138 919,350 1,420,509 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 973,075 181,667 977,386 

純資産額 （千円） 23,906,480 23,806,957 23,910,791 

総資産額 （千円） 30,843,193 30,693,696 31,148,121 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 57.20 45.09 69.68 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 77.51 77.56 76.76 

 

回次
第112期

第３四半期
連結会計期間

第113期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 24.48 28.06 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

４．第１四半期連結会計期間より在外子会社の収益及び費用の換算方法を変更しております。当該会計方針の変

更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の数値を記載して

おります。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来予測に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

なお、第１四半期連結会計期間より在外子会社の収益及び費用の換算方法を変更しております。当該会計方針の変

更は遡及適用され、当該会計方針の変更を反映した数値で前年同四半期比較を行っております。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国では設備投資に持ち直しの兆しが見られ、良好な雇用所得

環境のもと個人消費の回復が続く等、緩やかに景気の拡大が続いております。しかし、中国では足元は減税や公共

投資等の政策効果に支えられ、景気減速の動きが一服しつつあるものの、民間企業においては、過剰設備、過剰債

務問題による雇用調整や設備投資抑制の動きが続いており、当面、景気の力強い回復は期待し難い状況にありま

す。また、欧州では輸出の復調や個人消費の回復等を背景に、景気は回復傾向にあるものの、先行きは原油価格の

持ち直しを主因とした物価上昇に伴い、個人消費の減速が予想される等、不安材料も見られます。さらに、米国の

新大統領就任以降の政策、英国のＥＵ離脱等による世界経済への影響が懸念される等、全体として先行き不透明感

が強まっている状況にあります。

わが国経済は、良好な雇用所得環境が継続し、企業収益についても持ち直しの動きが見られる等、景気は緩やか

な回復基調にありますが、海外経済の先行き不透明感の強まりによる景気の下振れリスクが残っています。

このような状況の中、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、主力のポンプ事業においては、国

内市場は底堅い設備更新需要に伴い増加したものの、海外市場は、中国市場の景気減速や円高による為替換算等の

影響を受けて低調に推移しました。また、電子部品事業においては、熊本地震の影響等により、低調に推移しまし

た。

これらの結果、グループ全体として売上高は137億12百万円（前年同期比10.6%減）となりました。

利益面につきましては、売上の減少並びに粗利率が悪化した結果、営業利益は11億49百万円（同30.9%減）、経

常利益は12億40百万円（同28.4%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は９億19百万円（同21.2%減）となりま

した。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① ポンプ事業

ポンプ事業は、国内においてはケミカル機器モータポンプ、半導体機器モータポンプ等が増加しました。海外に

おいては、中国市場ではケミカル機器モータポンプは増加したものの、電力関連機器モータポンプ、メンテナンス

関連等が減少し、米国市場ではケミカル機器モータポンプ、冷凍機・空調機器モータポンプ等が増加しました。

その結果、売上高は116億82百万円（前年同期比9.3%減）、連結売上高に占める割合は85.2%となりました。ま

た、営業利益は、売上の減少並びに粗利率の悪化等により10億13百万円（同36.7%減）となりました。

② 電子部品事業

電子部品事業は、熊本地震の影響等により、売上高は16億95百万円(前年同期比22.7%減)、連結売上高に占める

割合は12.4%となりました。

しかし、粗利率の改善並びに販売費及び一般管理費の減少等により、営業利益は97百万円（同105.4%増）となり

ました。

③ その他

その他は、売上高は３億34百万円（前年同期比23.4%増）、連結売上高に占める割合は2.4%となりました。

また、営業利益は、売上の増加及び粗利率の改善等により、38百万円（同130.0%増）となりました。
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(2) 事業上及び財政上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について重要な変

更はありません。

なお、当社は、平成20年４月24日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在

り方に関する基本方針を決議しており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は、次のとお

りであります。

当社は、「みんなで良くなろう」「誠実に事に当たろう」「積極的にやろう」という社是のもと、1939年の創業

以来、鉄道信号機の製造・販売や電気自動車の開発など、常に研究開発型企業として成長を続けてまいりました。

この永年にわたって培われた技術の積重ねによって、1960年に独自技術で当社の現在の主力製品である完全無漏洩

の「テイコクキャンドモータポンプ」の開発に成功し、それが現在まで続く当社発展の原動力となっております。

キャンドモータポンプは、有害な液体や危険な液体を絶対に外部へ漏らさないという構造的特徴を持っており、人

や地球環境に最も優しいポンプとして地球環境問題に大きく貢献しております。そして、当社はその製造や製品検

査に関する装置の開発など、製造にかかわる技術も自社開発に徹しており、その結果としてこれらについての特許

も数多く取得しております。また、当社のキャンドモータポンプは、顧客の多様な要求を満足させるために個別受

注生産をしております。その構造的特徴から危険な現場で使用されることも多く、高い信頼性や長期に渡る過酷な

使用環境に耐え得るだけの耐久性も要求されるため、その営業・設計には製品に対する深い知識のみならず、顧客

の使用条件に対応できる豊富な知識と経験・ノウハウが必要となり、製造には高度な熟練技術を要します。そのた

め当社では、研究開発から製造、販売、メンテナンスまで一貫したサポート体制を構築しており、顧客との長期的

な信頼関係を築くことにより、これらの経験やノウハウを蓄積しております。

このように、当社事業は地道な研究開発や数多くの納入実績に裏打ちされた経験やノウハウ、長期的な視点に基

づく設備投資や人材育成、取引先や地域社会との信頼関係など、永年にわたる努力の積重ねの上に成立しておりま

す。

当社の企業価値の源泉は、社是のもとこれらを支える豊富な知識と経験を持つ人材であること及び脈々と受け継

がれてきた経営資源や社風、そして株主を始めとしたステークホルダーとの信頼関係が企業価値や株主共同の利益

を支える基盤であるということが、当社の現状に対する基本認識であります。

当社を支配する者の在り方については、当社は株式公開会社であり、当社株式の大量取得を目的とする買付であ

っても、それが当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば一概に否定するものではありません。ま

た、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の判断に委ねられるべきものであ

ると考えております。

しかしながら、その目的、方法等において、企業価値・株主共同の利益を著しく毀損するおそれのある買付を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えております。その判断にあたっ

ては、当該買付者の事業内容及び将来の事業計画並びに過去の投資行動等から、慎重に当該買付行為又は買収提案

の当社企業価値・株主共同の利益への影響等を検討する必要があると認識しております。

現在のところ、当社の株式を大量に取得しようとする者の存在によって、具体的な脅威が生じているわけではな

く、また、当社としても、そのような買付者が出現した場合の具体的な取組み（いわゆる「買収防衛策」）をあら

かじめ定めるものではありませんが、当社株式の取引や異動の状況を常に注視するとともに、危機対応マニュアル

に基づいて社内体制を整え、役割分担・対応方法等を明確にして、当社株式を大量に取得し、当社の企業価値・株

主共同の利益を毀損する者が出現した場合に備えております。

具体的には、社外の専門家を含めて当該買収提案の評価や取得者との交渉を行い、当社の企業価値・株主共同の

利益に資さない場合には、具体的な対抗措置の要否及び内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えておりま

す。

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、３億73百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 69,200,000

計 69,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,400,138 20,400,138
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 20,400,138 20,400,138 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 20,400,138 － 3,118,118 － 2,905,909

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       12,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式   20,383,000 203,830 －

単元未満株式 普通株式        4,438 － －

発行済株式総数 20,400,138 － －

総株主の議決権 － 203,830 －

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱帝国電機製作所
兵庫県たつの市新

宮町平野60番地
12,700 － 12,700 0.06

計 － 12,700 － 12,700 0.06

（注）当第３四半期会計期間末日現在における自己株式数は12,838株であります。 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

- 5 -



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 9,922,009 8,200,355 

受取手形及び売掛金 7,114,207 ※３ 6,450,942 

製品 1,208,744 1,195,384 

仕掛品 1,945,215 1,866,938 

原材料及び貯蔵品 1,119,857 1,072,458 

その他 942,323 1,098,221 

貸倒引当金 △295,101 △222,288 

流動資産合計 21,957,255 19,662,012 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,489,776 4,560,880 

その他（純額） 4,346,457 4,060,300 

有形固定資産合計 6,836,234 8,621,181 

無形固定資産 464,766 431,212 

投資その他の資産 ※２ 1,889,864 ※２ 1,979,289 

固定資産合計 9,190,865 11,031,683 

資産合計 31,148,121 30,693,696 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 2,030,163 ※３ 1,850,749 

短期借入金 1,093,159 481,715 

未払法人税等 196,576 171,413 

製品保証引当金 21,312 14,651 

賞与引当金 462,893 228,711 

厚生年金基金解散損失引当金 19,965 － 

その他 1,644,894 2,454,446 

流動負債合計 5,468,965 5,201,687 

固定負債    

退職給付に係る負債 1,007,370 1,058,805 

その他 760,994 626,245 

固定負債合計 1,768,364 1,685,050 

負債合計 7,237,330 6,886,738 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,118,118 3,118,118 

資本剰余金 3,306,347 3,306,347 

利益剰余金 16,217,332 16,851,259 

自己株式 △9,726 △9,803 

株主資本合計 22,632,072 23,265,922 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 400,555 545,034 

為替換算調整勘定 1,023,937 117,637 

退職給付に係る調整累計額 △145,774 △121,636 

その他の包括利益累計額合計 1,278,718 541,035 

純資産合計 23,910,791 23,806,957 

負債純資産合計 31,148,121 30,693,696 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 15,345,745 13,712,302 

売上原価 9,469,267 8,650,500 

売上総利益 5,876,477 5,061,802 

販売費及び一般管理費 4,212,690 3,912,293 

営業利益 1,663,787 1,149,508 

営業外収益    

受取利息 13,483 5,709 

受取配当金 32,387 31,321 

受取賃貸料 20,043 21,419 

為替差益 － 22,935 

その他 46,187 44,740 

営業外収益合計 112,102 126,125 

営業外費用    

支払利息 27,326 22,689 

為替差損 15,329 － 

その他 1,775 12,437 

営業外費用合計 44,431 35,126 

経常利益 1,731,459 1,240,507 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 34,121 

投資有価証券償還益 － 32,385 

特別利益合計 － 66,506 

特別損失    

厚生年金基金解散損失引当金繰入額 19,965 － 

特別損失合計 19,965 － 

税金等調整前四半期純利益 1,711,493 1,307,014 

法人税等 545,355 387,663 

四半期純利益 1,166,138 919,350 

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,166,138 919,350 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 1,166,138 919,350 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △96,231 144,479 

為替換算調整勘定 △106,906 △906,300 

退職給付に係る調整額 10,075 24,137 

その他の包括利益合計 △193,062 △737,683 

四半期包括利益 973,075 181,667 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 973,075 181,667 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報

告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備

及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ21,758千円

増加しております。

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更） 

在外子会社の収益及び費用は、従来、それぞれの決算日の直物為替相場により円貨に換算しておりましたが、在外

子会社の重要性が増加傾向にあり、かつ、近年の為替相場が著しく変動していることから、一時的な為替相場の変動

による期間損益への影響を緩和し、在外子会社の業績をより適切に連結財務諸表に反映させるため、第１四半期連結

会計期間より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については遡及適用後の四半

期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第３四半期連結累計期間の売上高は133,274千円、営業利益は13,997千

円、経常利益は14,612千円、税金等調整前四半期純利益は14,612千円及び親会社株主に帰属する四半期純利益は

11,242千円それぞれ増加しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことによ

り、利益剰余金の前期首残高は183,838千円減少し、為替換算調整勘定の前期首残高は同額増加しております。な

お、１株当たりの情報に与える影響は、軽微であります。 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

受取手形割引高 135,713千円 201,061千円 

受取手形裏書譲渡高 235,384 331,323 

 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

投資その他の資産 25,400千円 25,400千円 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、次のとおりで

あります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 17,576千円

支払手形 － 103,155

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のと

おりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 630,719千円 676,185千円

のれんの償却額 15,485 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 

定時株主総会
普通株式 142,711 7.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月６日 

取締役会
普通株式 142,711 7.0 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 
（千円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日 

定時株主総会
普通株式 142,711 7.0 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月７日 

取締役会
普通株式 142,711 7.0 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

- 12 -



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント その他 
（注） 

合計 
  ポンプ事業 電子部品事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 12,881,724 2,192,713 15,074,437 271,308 15,345,745 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計 12,881,724 2,192,713 15,074,437 271,308 15,345,745 

セグメント利益 1,599,365 47,561 1,646,927 16,860 1,663,787 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、特殊機器、健康食品及び人材派

遣事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,646,927

「その他」の区分の利益 16,860

四半期連結損益計算書の営業利益 1,663,787
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント その他 
（注） 

合計 
  ポンプ事業 電子部品事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 11,682,193 1,695,190 13,377,384 334,918 13,712,302 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

－ － － － － 

計 11,682,193 1,695,190 13,377,384 334,918 13,712,302 

セグメント利益 1,013,014 97,713 1,110,728 38,779 1,149,508 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、特殊機器、健康食品及び人材派

遣事業を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,110,728

「その他」の区分の利益 38,779

四半期連結損益計算書の営業利益 1,149,508

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間に「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変

更に関する実務上の取扱い」を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しております。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が、それぞれ

「ポンプ事業」で21,518千円、「電子部品事業」で240千円増加しております。 

 

（在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更）

「会計方針の変更」に記載のとおり、従来、在外子会社の収益及び費用は、当該子会社の決算日の直物為替相場

により円貨に換算しておりましたが、第１四半期連結会計期間より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更

しております。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第３四半期連結累計期間については遡及適用後のセグメント情報となっ

ております。この結果、遡及適用を行う前と比べ、ポンプ事業において前第３四半期連結累計期間の売上高が

133,274千円、セグメント利益は13,997千円それぞれ増加しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 57円20銭 45円09銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 1,166,138 919,350

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（千円）
1,166,138 919,350

普通株式の期中平均株式数（株） 20,387,388 20,387,368

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２【その他】

平成28年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ) 中間配当による配当金の総額……………………142百万円

(ロ) １株当たりの金額…………………………………７円00銭

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月２日

(注) 平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成29年２月７日

 

株式会社帝国電機製作所 
 

取締役会 御中  

   
 

有限責任監査法人トーマツ  

 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 吉村 祥二郎 印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 森村 圭志  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社帝国電

機製作所の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日か

ら平成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社帝国電機製作所及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


